様式第１号（第５条関係）
　　　　年　　月　　日
鳥取県知事　　　　　　様

〒

申請者　住所　

氏名　
　　　　　　印
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
　年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金　交付申請書

　鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金の交付を受けたいので、鳥取県補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助事業等の名称
	　鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金

	算定基準額
	円

	交付申請額
	円

	添付書類
	　１　事業計画書

　２　収支予算書（に準ずる書類）


様式第１号（第５条関係）

　　　　令和○年○○月○○日

鳥取県知事　○○　○○　様

〒６８０－○○○○
申請者　住所　鳥取県鳥取市東町一丁目７８９番地
氏名　鳥取県株式会社
代表取締役　鳥取　花子
（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
　令和○年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金　交付申請書

　鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金の交付を受けたいので、鳥取県補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助事業等の名称
	　鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金

	算定基準額
	○○○，○○○円

	交付申請額
	○○○，○○○円

	添付書類
	　１　事業計画書

　２　収支予算書（に準ずる書類）


様式第１号（第５条関係）
令和○年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金事業計画書

　

１　申請者の概要（県内中小企業者グループの場合、代表者の情報を記載し、他の構成員の情報は別紙（様式任意）としてください）
	電話番号
	○○○○－○○－○○○○
	電子メール
	○○○○@○○○○

	担当者職・氏名
	◇◇◇　　　○○　○○

	業種
	○○業

	従業員数
	○名
	資本金
	○円

	消費税の取扱い
	・一般課税事業者　　・簡易課税事業者　　・免税事業者


　

２　申請事業の概要
	補助事業（該当に○）
	・基盤づくり支援型　・育児・介護休業取得支援型

	事業実施期間（予定）
	　○年　　○月　から　　○年　　○月　まで

	事業計画名
	○○○○○○○

	事業計画概要
	今回実施する事業のポイントを150～200文字程度で記入してください：
社員に対して、処遇や働く環境、仕事内容に関するアンケート調査を行い、その結果を基にした意見交換等を開催する。これらにより働きやすい職場づくりのための課題を明らかにし、解決・改善のための計画（ロードマップ）を作成し、取組むことで、現在雇用している者の仕事のやりがいを高め、定着を促すとともに、新規採用に繋げる。


３　労働法規の整備状況について、該当するものの（　）に○をつけてください。

（１）最新の労働法規に照らし合わせて問題のない就業規則の策定又は労働協約の締結をしている（○）

（２）（法定労働時間を超える時間外労働がある場合）36協定を締結している（○）

４　他の補助金の活用の有無（予定）について、いずれかに○をしてください。　　　有　・　無

	「有」の場合、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記入してください：


５　添付書類
（１）別添様式第１－１号（基盤づくり支援型）又は第１－２号（育児・介護休業取得支援型）
（２）企業概要のわかる資料（企業案内パンフレット、ホームページの写し等）

（３）事業計画申請直近１期の決算書（青色申告決算書又は財務諸表（営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書）、写しで可）
別添様式第１－１号（基盤づくり支援型）（第５条関係）
６　働きやすい職場づくり・生産性向上（働き方改革）について
	働き方改革に係る現状・課題（文章でも箇条書きでもどちらでも構いません）：
・近年、採用した者の3年以内の離職率が59%と高くなっており、（○年：5名採用／2名退職、○年：4名採用／2名退職、○年：3名採用／2名退職）、定着が図れていない。また、年々採用できる人数が減少している。

・安定して人手の確保、人材育成ができていないため、多くの注文が入った際には残業で対応せざるを得ず、繁忙時期には残業が60～100時間に達する者もいる。

・年次有給休暇の取得率は、事務員が40％程度、男性の現場社員は20％程度と開きがある。

	本事業で実施する事業計画（事業の実施体制、実施方法、スケジュール等、実施する内容を具体的に記入してください（図表可））：
・専門家の助言を受けながら、全社員を対象にした処遇や働く環境、仕事内容に関するアンケート調査を実施する。
・職場改善のための委員会を設立し、アンケート結果を共有し、いくつかの分科会に分けて更なる調査や改善案の検討を実施する。
　（案：社内環境改善分科会、人事評価・人材育成分科会、休暇取得率向上分科会　等）

・各分科会で調査や検討に必要な場合は、会社負担で外部の研修に参加をしてもらい知見を深めてもらう。また、検討の中で社内研修の提案があった場合は、同じく社負担で開催する。
・本年度は分科会ごとに検討した課題と改善策、その実施計画を持ち寄り、すり合わせて、社としての働きやすい職場づくりのロードマップを作成することを目標とし、R3年度以降、本格的に実施に取り組む。


７　事業計画を立案するにあたって外部の専門家、商工団体又は金融機関等から受けた助言・支援
	助言・支援を受けた者：
社会保険労務士　○○　○○氏
助言・支援を受けた日：
○年○月○○日、○年○月○○日　他（計3回）
助言・支援の内容：
・同社の近年の採用後の3年以内離職率は6割近くと高く、一方で有給休暇の取得率は30％程度と低い。

・人手不足が深刻化している中で、賃金を上げてなんとか人手を確保しようとする会社が増えている。一方で求職者は賃金だけでなく、休暇制度といった全般的な処遇や、仕事の内容・やりがいについても重視するようになっている。

・まずは今いる社員を大切にして、定着を図ること。そういった情報は就職支援機関や求職者の中でも知られるようになり、結果として新たな採用にも繋がっていく。


８　人材定着状況及び求人登録状況について（それぞれ、該当するものの（　　）に○）
（１）人材定着状況
・新規の正規雇用者として採用した者が３年以内に離職したことがある（○）

・交付申請年度から直近３年間に新規の正規雇用の目標があり採用活動を行ったが、目標どおりに採用ができなかった（　　）
・上の２つには当てはまらないが、人材定着・確保のために取り組みたいことがある（　　）
（２）求人登録状況
・交付申請時点で県立ハローワークに正規雇用の求人登録を行っている（○）

・補助事業実施中又は実施後、県立ハローワークに正規雇用の求人登録（新卒採用も含む）を行う予定がある（　　）
・その他、公開での求人登録を行っている（　　）
様式第２号（第５条、第８条関係）

　令和○年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金収支予算書
１　収入の部

（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	390,000
	

	借入金
	
	

	補助金
	390,000
	

	その他
	
	

	合計
	780,000
	



２　支出の部

（単位：円）
	補助事業
（区分）
	経費内訳・明細
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	負担区分

	
	
	
	
	補助金
	補助金以外

	基盤づくり支援型
	委託料（従業員アンケート調査・分析）
	660,000
	600,000
	－
	－

	〃
	研修受講費（××セミナー）
	110,000
	100,000
	－
	－

	〃
	研修旅費（鳥取⇔東京、1名）
	77,000
	70,000
	－
	－

	〃
	資料購入費（××セミナー）　
	11,000
	10,000
	－
	－

	
	
	
	
	
	

	計
	
	858,000
	780,000
	390,000
	390,000


注１　決算時（実績報告時）は各欄の上段に予算額（交付決定時の額）を（　　）書きで記載し、下段に決算額を記載してください。
注２　経費内訳・明細 には積算根拠を明記してください（別紙可）。

３　県外発注の有無　　　有　・　無

	「有」の場合は、県外発注する理由を記入してください。


注　基盤づくり支援型の「委託料」に係る委託事業を県外事業者に発注される場合は「有」に、県内事業者に発注される場合又は経費に「委託料」がない場合は「無」に○を付けてください。
様式第１号（第５条関係）
令和○年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金事業計画書

　

１　申請者の概要（県内中小企業者グループの場合、代表者の情報を記載し、他の構成員の情報は別紙（様式任意）としてください）
	電話番号
	○○○○－○○－○○○○
	電子メール
	○○○○@○○○○

	担当者職・氏名
	◇◇◇　　　○○　○○

	業種
	○○業

	従業員数
	○名
	資本金
	○円

	消費税の取扱い
	・一般課税事業者　　・簡易課税事業者　　・免税事業者


　

２　申請事業の概要
	補助事業（該当に○）
	・基盤づくり支援型　・育児・介護休業取得支援型

	事業実施期間（予定）
	　○年　　○月　から　　○年　　○月　まで
育児・介護休業取得支援型のみ記入してください：

（１）従業員の育児・介護休業等取得開始日　　○年○月○日（予定）
（２）新たに正規雇用する従業員の雇用開始日　○年○月○日（予定）
※日が決まっていない場合、○年○月頃（予定）としてもよい

	事業計画名
	○○○○○○○

	事業計画概要
	今回実施する事業のポイントを150～200文字程度で記入してください：
総務部門の社員が○月に育児休業を取得し、新たな社員を雇用することをきっかけに、社内業務の棚卸し・見える化やマニュアルの整備、会計事務のクラウド化により、社内体制の強化・生産性向上に取り組み、時間外勤務の削減、休みたい時に休める職場づくりに取り組む。


３　労働法規の整備状況について、該当するものの（　）に○をつけてください。

（１）最新の労働法規に照らし合わせて問題のない就業規則の策定又は労働協約の締結をしている（○）

（２）（法定労働時間を超える時間外労働がある場合）36協定を締結している（　）

４　他の補助金の活用の有無（予定）について、いずれかに○をしてください。　　　有　・　無

	「有」の場合、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記入してください：
・○○補助金（鳥取県○○課（電話　0857-26-XXXX））
・××補助金（○○省○○課（電話　XXXX-XX-XXXX））


５　添付書類
（１）別添様式第１－１号（基盤づくり支援型）又は第１－２号（育児・介護休業取得支援型）
（２）企業概要のわかる資料（企業案内パンフレット、ホームページの写し等）

（３）事業計画申請直近１期の決算書（青色申告決算書又は財務諸表（営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書）、写しで可）
別添様式第１－２号（育児・介護休業取得支援型）（第５条関係）
６　社内体制の見直し及び生産性向上に係る計画
（１）社内体制に関すること
※特に育児・介護休業等を取得しようとする従業員に関する業務について記載すること

	現状と課題：

・総務担当が課長含め4名いるが、うち1名が○月から産休の後、育児休業を取得予定。
・総務部門は一般職3名が給与・手当・旅費関係、購買関係、その他諸手続き・社内の維持管理業務関係で分業を行っており、今回購買関係を担当するものが休業することに伴う業務の見直しが迫られている。
・また、分業により仕事が属人化しており、育児休業に限らず不慮の事態での休暇でそれぞれの業務が滞ることがあり、加えて業務の集中する時期の時間外勤務が常態化している。

	見直しの計画：

・担当者が相互の業務を補助できる体制に移行していく。そのために、産休に入る○月までに各業務の棚卸・見える化の後、マニュアルの整備を進める。
・棚卸・見える化を推進するために、社外専門家による教育（研修）を実施し、マニュアルの整備においても助言を受ける。

・上記の作業を行うための一時的な業務負荷増への対応と、育児休業期間の補填を行うために新たに○月から社員を1名雇用する。なお、雇用した者は育児休業者の復帰後も、継続して雇用するものとし、時間外勤務が生じないように業務の平準化を図っていく。


（２）生産性の向上に関すること
※特に育児・介護休業等を取得しようとする従業員に関する業務について記載すること

	現状と課題：

・各業務において、個々の支払いをインターネットバンキングや振り込みなどで行っており、支払いと手続きと決算のための帳簿整理が連動しておらず、会計事務が二度手間となっている。

・総務担当の業務についてのマニュアルが整備されておらず、業務の遂行が担当の記憶・経験に依存している。

・分業による業務の属人化により、各々が業務を遂行するだけになっており、効率化が図られていない。

	見直しの計画：

・支払い手続きと決算事務が連動したクラウド会計システムを導入し、会計事務の効率化を図る。

・システムの導入に合わせて、各業務の棚卸とマニュアル化を専門家の助言を受けながら進める。


注　（１）及び（２）の詳細は資料の添付でも可
７　事業計画を立案するにあたって外部の専門家、商工団体又は金融機関等から受けた助言・支援
	助言・支援を受けた者：
中小企業診断士　○○○○氏に、現在の業務の状況の評価や、改善に向けての助言を受けた。
助言・支援を受けた日：
○年○月○日、○年○月○日
助言・支援の内容：
・不慮の休暇取得により業務の停滞、定例的に時間外勤務を行うことを前提とした現状は、体制として不備と言わざるを得ない。
・所属の社員の多職能化を進め、業務の平準化を進めていくべきである。


様式第２号（第５条、第８条関係）

　令和○年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金収支予算書

１　収入の部

（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	219,000
	

	借入金
	
	

	補助金
	300,000
	

	その他
	
	

	合計
	519,000
	


２　支出の部

（単位：円）
	補助事業
（区分）
	経費内訳・明細
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	負担区分

	
	
	
	
	補助金
	補助金以外

	育児・介護休業取得支援型
	【教育経費】
専門家謝金（8回予定）

30,000円/回×8回
	264,000
	240,000
	－
	－

	〃
	【備品調達経費】
パソコン（1台）　
	165,000
	150,000
	－
	－

	〃
	【〃】Windows officeソフト　
	77,000
	70,000
	－
	－

	〃
	【〃】事務机・椅子（1セット）　
	38,500
	35,000
	－
	－

	〃
	【〃】制服（上下・3着）
	26,400
	24,000
	－
	－

	計
	
	570,900
	519,000
	300,000
	219,000


注１　決算時（実績報告時）は各欄の上段に予算額（交付決定時の額）を（　　）書きで記載し、下段に決算額を記載してください。
注２　経費内訳・明細 には積算根拠を明記してください（別紙可）。

３　県外発注の有無　　　有　・　無

	「有」の場合は、県外発注する理由を記入してください。


注　基盤づくり支援型の「委託料」に係る委託事業を県外事業者に発注される場合は「有」に、県内事業者に発注される場合又は経費に「委託料」がない場合は「無」に○を付けてください。
提出日を入れてください。





交付申請書記入例


（基盤づくり支援型、育児・介護休業取得支援型共通）





知事の名前を入れてください。





「代表者の職印」を押印してください。


職印がない法人、又は個人事業者の方は、代表者の個人印を押印してください。





印





提出日の属する年度を入れてください。





収支予算書（要綱様式第２号）の「補助対象経費（計）」の金額を記入してください。





収支予算書（要綱様式第２号）の「補助金（計）」の金額を記入してください。





事業計画書（基盤づくり支援型）　記入例





提出日の属する年度を書いてください。





提出日の属する年度を書いてください。





収支予算書（基盤づくり支援型）　記入例





交付申請時は「予算書」となります。





補助金（例では390,000円）は２　支出の部の補助金額と、合計は２　支出の部の補助対象経費の計と一致します。





補助事業に要する経費は消費税込み、


補助対象経費は消費税抜きの金額、をそれぞれ記入してください。





事業計画書（育児・介護休業取得支援型）　記入例





提出日の属する年度を書いてください。





補助事業に要する経費は消費税込み、


補助対象経費は消費税抜きの金額、をそれぞれ記入してください。





収支予算書（育児・介護休業取得支援型）　記入例





交付申請時は「予算書」となります。





補助金（例では300,000円）は２　支出の部の補助金額と、合計は２　支出の部の補助対象経費の計と一致します。








